障害者「福祉から雇用」応援事業【就労継続支援Ｂ型事業所等】実施要項
第１　目　的
　本事業は、障害者働き支援隊を設置し、就労支援機関（はあとふるジョブカフェ、障害者就業・生活支援センター）と連携を図ることで、就労継続支援Ｂ型事業所等（以下「事業所」という。）で働く障害者を就労支援機関につなぎ、一般就労への移行を促進することを目的とする。
第２　実施主体
  京都府（ＮＰＯ法人京都ほっとはあとセンター（以下「センター」という。）に業務委託）
第３　推進体制
（１）センターに「障害者働き支援隊」を設置し、本事業を推進する。
（２）「障害者働き支援隊」は、就労移行支援員及びスーパーバイザーで構成する。
第４　対象事業所
　本事業の対象とする事業所は以下とする。
（1） 京都府内に所在する就労継続支援Ｂ型事業所
（2） 京都府内に所在する就労継続支援Ａ型事業所（ただし、障害者「福祉から雇用」応援事業【就労継続支援Ａ型事業所】を実施する事業所を除く）
第５　実施方法
　センターは、第４に定める対象事業所に本要項を提示の上、希望事業所を募集する。支援を決定した事業所（以下「支援事業所」という。）に対し、「障害者働き支援隊」による支援を実施する。
第６　実施内容
（1） 就労移行支援員は担当の支援事業所を訪問し、支援事業所と連携の上、事業所で働く障害者の能力や就労への意欲を把握する。
（2） 就労移行支援員は、ケース会議等で就労支援機関と連携を図り、就労を希望する障害者を効果的に就労支援機関につなげる。
（3） 就労移行支援員は、必要に応じて就労支援機関や企業実習等に同行支援を行う。
（4） スーパーバイザーは、就労移行支援員の活動に対し、チーム会議等で指導・助言を行い、必要に応じて支援事業所への訪問やケース会議に出席する。また、就労移行支援員や支援事業所管理者向け研修を企画する。
（5） 支援事業所は、就労移行支援員と連携し、障害者の就労移行支援に努めるとともに、当該事業所で働く障害者の能力向上に必要な環境を整備する。
第７　対象経費
（１）「障害者働き支援隊」の支援にかかる費用はセンターが負担する。
（２）センターは、スーパーバイザーが必要と認めた場合、支援事業所からの申請を受けて、障害者の能力向上に必要な環境を整備するための経費（訓練機器・資材等購入、簡易な設備改修にかかる経費）について１支援事業所あたり８万円を上限として助成する。
第８　応募・支援事業所の決定等
（１）「障害者働き支援隊」による支援を希望する事業所は、平成２５年６月末日までに、障害者「福祉から雇用」応援事業（Ｂ型）参加申請書（別紙様式１）をセンターに提出するものとする。
（２）センターは、参加申請書を審査し、京都府及びスーパーバイザーと協議し支援事業所を決定する。
（３）センターは、支援の可否を事業所に対して通知する。
第９　報　告
　支援事業所は、事業終了後、障害者「福祉から雇用」応援事業（Ｂ型）報告書（様式２）を提出するものとする。
第１０　その他
　本要項に記載のないことについては、別途定める。
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